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【修士論文・課題研究要約】
職場のダイバーシティと職場風土マネジメント
―― 製造職場における実証分析 ――
山内　次英
【論文要旨】
　超少子高齢化による量的・質的労働力不足と市場ニーズの多様化を背景に、日本の製造
職場では雇用形態の多様化（以下、雇用形態ダイバーシティ）が進んでいる。多様性を備
えた職場がどのような状況に置かれると組織パフォーマンスに有意な影響を与えるのかと
いう問いは、職場マネジメント上の重要な課題である。先行研究では、ダイバーシティの
実態を踏まえ、職場風土や HRM の重要性が示唆されながらも、雇用形態ダイバーシティ
における職場風土や HRM に着目した研究は未だ少ない。
　本研究は、この様な現状を踏まえ、職場風土（ダイバーシティ風土：本論文では公正性・
包摂性、心理的安全の 2 つの下位概念からなる）と人事施策（ハイ・インボルブメント型
HRM 施策）に着目しながら、雇用形態ダイバーシティが職場成員の心理的側面（離職意
図および協力志向的モチベーション）に与える影響を、ダイバーシティ風土をモデレーター
としておくことで実証的に検討することが目的である。本研究では、製造現場の 20 の職
場について職場責任者 1 名、職場のメンバー 4 名に調査票を展開しており、職場レベルに
平均値（ネスト化）したデータ（n=20 職場）と職場個人のデータ（職場メンバー , n=80 名）
の 2 つのデータを用いて検討する。なお、個人データには、職場責任者のデータを結合す
ることでマッチングデータとしている。
　研究①では、職場単位のデータを用いて、心理的側面のベスト 3 職場とワースト 3 職場
の比較検証を行い、ダイバーシティ風土の醸成と従業員参加型のハイ・インボルブメント
型 HRM 施策の有意性が示唆された。研究②では、個人データを用いて雇用形態ダイバー
シティの心理的側面に対する影響を検証し、協力志向的モチベーションへプラスの有意性
が確認されたが、離職意図への有意性は見られなかった（仮説 1-1：支持、仮説 1-2：棄
却）。なお、本研究の主要概念はいずれも個人の心理的な知覚を対象としているため、研
究②以降は個人データを用いて検証を行った。研究③では、ダイバーシティ風土による雇
用形態ダイバーシティの心理的側面への影響を調整する機能を検証したが、有意性は見ら
れなかった（仮説 2-1, 2-2, 2-3, 2-4：棄却）。研究④ではハイ・インボルブメント型 HRM
施策によるダイバーシティ風土への影響を検証し、公平性・包摂性へプラスの有意性が確
認できたが、心理的安全への有意性は認められなかった。（仮説 3-1：支持、仮説 3-2：棄却）。
なお、研究③で雇用形態ダイバーシティが公平性・包摂性に、ハイ・インボルブメント型
HRM 施策が公平性・包摂性にプラスに影響していることが示唆されたため、公平性・包
摂性による媒介効果について、研究⑤、追加分析にて検討した。その結果、雇用形態ダイバー
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シティ→公平性・包摂性→協力志向的モチベーションの媒介関係が確認された。
　以上より、雇用形態ダイバーシティは協力志向的モチベーションに対し直接寄与するほ
か、公平性・包摂性風土を媒介してプラスの影響を及ぼすことが明らかになった。仮説 2
が棄却されたためダイバーシティ風土の調整機能は確認できなかったが、ダイバーシティ
風土は、雇用形態ダイバーシティの中でも心理的側面にプラスに影響すること、ハイ・イ
ンボルブメント型 HRM 施策が公平性・包摂性風土にプラスに影響することが実証された。
　雇用の多様化は、属性間のコンフリクトが生じるといったリスクは潜在的にあるが、本
研究が示す結果は、雇用形態ダイバーシティが高い職場ほど、協力志向的モチベーション
や公平性・包摂性風土にプラスの影響を及ぼしており、またハイ・インボルブメント型
HRM が公平性・包摂性風土に寄与することから、変数間において相乗効果が醸成されて
いる可能性を示唆した。
　今後日本の職場は今までの雇用形態に加え、国籍や性別といったデモグラフィック特性
のダイバーシティが飛躍的に高まる状況が想定される。ダイバーシティによるネガティブ
な影響が想定されたとしても、職場風土や人事施策との関係性に着目して、ダイバーシ
ティ・マネジメントに前向きに取り組むことを提言する。
自己効力感再生プロセスに関する探索的研究
―― 路上生活者の再生を後押しする「有限会社ビッグイシュー日本」と販売者の事例から ――
久保田　昇
【論文要旨】
　個人のキャリア形成に影響を与える近年の変化として、組織や職種、上司と部下の関係
における枠組みが緩くなっている点、キャリア形成における個人の意思や行動が重要視さ
れ、変化に対して個人の知識や技能を価値あるものにしていくという自己発展の責任がよ
り強調されている点が挙げられている（金井 ,2002）。したがって、自己発展の為の規制メ
カニズムの中核として、自己効力感は個人のキャリア形成に、より重要な役割を担うと考
えられる。
　本研究は、さまざまな事由で路上生活という深刻な社会的排除 の状況に至った当事者が、
ホームレス状態の人の自立を支援することを使命とする社会的企業、「有限会社ビッグイ
シュー日本」の販売者となり、ストリート・ペーパーの路上販売を通じて自己効力の信念
を回復させ再生していくプロセスについて、Bridges（1980）のトランジションモデルを
フレームワークに、当事者および関係者に対する定性的調査によって探索的に解明してい
くことを目的としている。
　本研究では、約 6 か月に及ぶ参与観察とインタビューの他、リサーチサイトから提供さ
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れたアンケートデータを、コーディングによる脱文脈化、再文脈化を繰り返すグラウンデッ
ト・セオリー・アプローチ（GTA）によって分析し、自己効力感や自己肯定感を回復させ
ていくプロセスをストーリーラインにまとめた。
　結果、社会的排除にあった当事者が、自己効力感を回復させる循環プロセスの存在と、
そのプロセスを循環させるための原動力と障害の他、当事者とスタッフの相互作用によっ
て生み出される「場の力」の重要性が明確になった。さらに、循環プロセスを回し続ける
ことで遭遇する「良き偶然」のインパクトを明らかにすることができた。
　すなわち、路上生活という極端な社会的排除の状態であっても、成功体験を積み重ねら
れるような学習サイクルを循環させる事が可能であること。そして、そのサイクルを善循
環にするには、当事者を支える制度的なしくみと、信頼と受容による他者との相互作用が
必要であることが本事例でも明らかにされた。しかし、現実には、ポジティブな感情とネ
ガティブな感情を頻繁に行き来するだけで、先が見えない悪循環に陥るケースも多く、「良
き偶然」に出会えることが重要であることが観察の中から見えてきた。
　自らのキャリア形成において自己発展の責任が重要視される中、今後も合理的な計画を
立て、いかに効率的に成果を上げて組織に貢献するかに、評価の重点が置かれる傾向が強
まるであろう。しかし、合理性や効率性にばかり目を奪われてしまうと、「よき偶然」と
の出会いの機会は極めて限定的にならざるを得ない。なぜならば、「計画された偶然理論」
では、機会を生かすためには、「好奇心（新しい機会を探る）」、「持続性（後退にもかかわ
らず努力を払う）」、「柔軟性（状況に応じた変化）」、「楽観主義（可能な限り達成可能な新
しい機会を見出す）」、そして「リスクテイク（不確実な結果に直面して行動を起こす）」
が必要なスキルとされ、「開かれた心」と「探索的態度」が重要になる（Krumboltz,2009）。
しかし、効率的に、すぐに確実な結果を出さなければならないといった圧力に晒される場
合、これらのスキルを身につける機会も、活用する機会も制限されるからである。したがっ
て、キャリアの形成においては、合理性や効率性ばかりを追求し、「良き偶然」という要
素を無視したり軽視したりするのではなく、「良き偶然」と呼ばれる計画外の事象の発生
と重要性を認め、これらの事象を利用し、そして積極的に行動を起こしてこれらの事象を
創り出すことも考えるべきであろう。
　本研究の限界を踏まえ、今後の課題を以下に述べる。第一に、分析の対象となった販売
者は、ビッグイシュー日本の販売者の中でもごく限られた範囲であり、自己肯定感、自己
効力感を喪失させた当事者全般に、この回復プロセスの説明が有用かどうかは、より多く
の事例による検証も必要になる。さらに、今後は、「ガソリンが切れた」といったモチベー
ションの低下や、自己の夢や希望と現実の狭間で身動きが取れないなど、キャリア中期か
ら後期において見られる諸問題を抱える人（Schein,1978/ 二村・三善訳 ,1991）や、長期
の失業などで孤立、自己効力感を喪失してしまった人の回復プロセスへの適用についても、
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「良き偶然」との出会いをデザインし、活かすことも踏まえながら研究を拡大させていき
たい。
相互作用の可能性を広げる触媒的機能
―― Open Innovation Hub にいたる富士フイルムの試み ――
宮脇　靖典
【論文要旨】
　本研究は、顧客へ企業が入り込んでいく相互作用、その事後創発的な成果、および相互
作用の前後で企業と顧客の双方に経時的変化がみられる価値共創において、相互作用がど
のような状況において行き詰まり、その状況をどのように打開することができるのかとい
う具体的な問題を取り上げる。相互作用が行き詰まる状況について、資源統合におけるア
クターの能力と意志の問題として捉える一方、その状況を打開する手がかりとして、触媒
的機能に注目する。
　価値共創研究の意義の一つとして、顧客の使用・消費プロセスを含む時間軸の視点を価
値創造に導入した点を挙げることができる。価値共創の相互作用についての議論は、企業
と顧客の二者間関係を中心に進められてきたが、顧客の使用・消費プロセスへ企業がどの
ように入り込むべきかについては、具体的な議論があまりみられない。企業と顧客におけ
る資源統合の視点に立って両者の相互作用が論じられることがあまりなかったことが一因
と考えられる。　
　そこで、資源統合の成否を握る 2 つの鍵として、組み合わせるべき資源に関する各々の
資源性の評価、および資源の組み合わせを新しいサービス・オファリングに結びつける資
源化の見極めに、本研究は注目する。いずれの鍵も資源統合のアクターにとって難しいも
のであることから、相互作用が行き詰まる状況として次の 2 つが考えられる。ひとつは、
統合すべき資源の選択を資源統合のアクターが誤っている状況であり、残るひとつは、資
源性があるにもかかわらず資源統合の選外となった未利用資源が存在する状況である。い
ずれの状況も、資源統合のアクターである企業や顧客の能力と意志の問題に起因する。
　資源性の評価には、企業や顧客における知見と視野の限界が伴う。また、資源化の見極
めには、両者の隔たりが壁となる。本研究は、この限界や壁を克服する触媒の役割に注目し、
相互作用における 2 つの触媒的機能を提示する。ひとつは、統合すべき資源の選択肢を用
意して企業と顧客の間をつなぐ「足し算の触媒的機能」であり、残るひとつは、機能低下
もしくは逆機能がみられる企業や顧客の要素を取り除く「引き算の触媒的機能」である。
　このように、資源統合におけるアクターの能力と意志の問題に起因して相互作用が行き
詰まった結果、その状況を打開する触媒的機能がみられた事例として、事業転換を迫られ、
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その活路を R&D 領域における価値共創に見いだした富士フイルムを取り上げる。同社が
直面したのが、異分野の R&D スタッフ間における相互作用の行き詰まりである。この状
況を打開する必要から、働く場の変革に加えて働き方の変革をめざすタッチゾーン ™ プ
ロジェクトが、社内の触媒的機能として発生する。そこには、可視化の重視と共通言語の
空洞の意識づけによって、分断された R&D スタッフの間をつなぐプログラムを提供する
「足し算の触媒的機能」や、彼らを隔てていた専門性の壁を取り除く「引き算の触媒的機能」
がみられる。こうして発生した社内の触媒的機能は、社内共創への参加者の拡大、および
可視化の重視と共通言語の空洞を意識づける機会の拡大という形で発達していく。
　富士フイルムにおける触媒的機能は、R&D 領域における価値共創の視野が顧客との相
互作用へ拡大するに及んで、新たな発達をみせる。それは、触媒的機能が切り出される形
で開設された Open Innovation Hub にみられる。そこには、統合すべき資源の確認ある
いはアクセスを可能にする「足し算の触媒的機能」や、社内に対する調整や説得によって
相互作用を守る「引き算の触媒的機能」がみられる。さらに、相互作用が行き詰まる状況
の打開にとどまらない触媒的機能の可能性もみることができる。すなわち、顧客における
2 次的な触媒の発生をもたらす機能や、組織受容を推進する機能、および触媒的機能を全
社的に共有化あるいは拡張する機能である。
　発生するメカニズムの解明や枠組みの精緻化を今後の課題として残す触媒的機能である
が、相互作用について二者間関係に限定されない視点を新たに提示し、また価値共創研究
と実務の距離を縮めるものとして、研究の可能性は広がると考えられる。
進取的行動の諸次元と職務特性の関係性
―― 生命保険会社における定量調査に基づく検討 ――
島田　健太
【論文要旨】
　本研究の目的は、職務特性と進取的行動の関係性について対象企業に対する量的調査に
基づき理論的・実務的考察を深めることである。目的の背景には①実践的な問題意識と②
理論的な問題意識がある。①の実務的な問題意識は、企業が持続して成長していくために
イノベーションを起こし続け社会的価値を高めていかなればならない。そのため、企業
は、イノベーションを起こすために所属員に対して新たなサービスや付加価値を生み出す
ための行動を強くもとめている。しかし、そのような行動を求めるにしても抽象的になり
がちであり、具体的にどのような行動を従業員に促せば良いのかが明確でないことが多く
ある。その中、所属員の行動として進取的行動（proactive behavior）が注目されている。
進取的行動とは、自の役割や仕事を拡張したり、仕事の上で様々な工夫をしたりする行動
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である。②の理論的な問題は、先行研究により進取的行動の先行要因として職務特性理論
を中心とした研究が進められているものの、進取的行動と一言で言ってもそれを構成する
次元が複数存在しており、次元毎にどのような要因が寄与するかの研究は十分でなく、掘
り下げられる余地があると考える。これらの問題意識から本研究の具体的な目的は、（a）
部門の違いによってどのような進取的行動に影響を与えるかを導き出すこと（b）進取的
行動の諸次元に影響を与える変数および諸次元毎の違いを抽出することである。調査対象
は、筆者が所属する生命保険会社の従業員に対して質問紙による定量調査を実施した質問
項目は、大きく分けて進取的行動・職務特性・デモグラフィックの 3 分類とし、それぞれ
の概念を構成する次元を設定した。調査は、2018 年 9 月に Web 上に質問紙を作成し、調
査対象者に配布し、結果として 103 名から回答を得た。回答者の内訳は、性別は男性 55
名、女性 48 名であり、所属部門は、営業・マーケティング部門、契約管理部門で 50％対
50％であった。進取的行動を示す従属変数として進取的行動（ヴォイス、テイキングチャー
ジ、問題の予防、個人の革新の平均値）、ヴォイス、テイキングチャージ、問題の予防、
個人の革新の 5 つの次元を設定し、職務特性理論から独立変数 6 次元を採用し重回回帰分
析を行った。
　その結果、主に職務の自律性、社会的支援、仕事の相互依存性が進取的行動に強い関
係があることが示された。具体的には進取的行動は、職務の自律（0.252*）、社会的支援 
（0.313**）、仕事の相互依存性 （0.244*）のうち社会支援の作用が最も高く、ヴォイスは職
務の自律性（0.275**）、社会的支援 （0.261*）、仕事の相互依存性 （0.220*）のうち職務の
自律性の作用が最も高いと示された。しかし、それぞれの従属変数を詳しく見てみると従
属変数毎に強く作用する独立変数が異なることがわかった。その中でもテイキングチャー
ジと個人の革新は特異な結果であった。次に今回の調査結果が示した部門毎の差異につい
ては、従属変数いずれも営業・マーケティング部門と契約管理部門では影響を及ぼす独立
変数が異なることが示された。営業・マーケティング部門において、進取的行動に寄与す
る要因は職務の自律（0.412*）、社会的支援 （0.400*）である。売上などを目指す営業や営
業支援のような職種においては、職務の自律性が進取的行動を促すために必要であること
がわかった。また、進取的行動を促す要因として最も影響の大きな要因が社会的支援であ
り、上司や同僚達からの支援が得やすい環境が必要と言える。契約管理部門においては、
進取的行動に寄与する要因は仕事の相互依存性 （0.576**）であった。契約管理部門のよう
な他部署や他チームの前後工程とつながっており相互依存する職種にとっては、仕事の相
互依存性が進取的行動に大きな影響を与えることがわかった。また、目標の相互依存性が
進取的行動にマイナスの影響を与えることから、契約管理部門のような部門に対する過度
な目標の圧力は、進取的行動を促すところかマイナスに作用する結果となった。
　本研究では、進取的行動の次元ごとの差異や部門の特性による進取的行動への影響への
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研究を行った。今回の研究のリサーチクエスションである「部門の違いによって職務特性
と進取的行動の関係が変化するのではないか」「進取的行動の次元に応じて作用する独立
変数が異なるのではないか」に対してその問いを支持する結果となり、進取的行動の諸次
元と職務特性の関係性および部門（職務）の違いがどのように進取的行動の諸次元に影響
を与えるかを深堀できたことは学術的・実務的価値があると考える。その一方、今回の研
究は、筆者の所属する生命保険会社で行い、調査に対する制約の関係でサンプル数が 103
件と決して多くない数となった。そのため、他の業種やサンプル数が異なることで違う結
果になる可能があるが、職務特性と進取的行動の関係性を進取的行動の諸次元まで掘り下
げ、次元毎の差異と部門など職務に違いによる進取的行動の諸次元に対する影響について
示唆を生み出せたことは、学術的・実務的価値があるものだと考えている。
シェアド・リーダーシップの規定要因の検討
―― 医薬品開発チームを対象にした定量的・定性的検討 ――
桐山　　尚
【論文要旨】
　歴史的に、研究者はリーダーシップをチーム内の一個人、つまり公式リーダーからのトッ
プダウンの序列的な影響力と定義してきた（Zhu et al., 2018）。ところが、現実世界にお
いて、リーダーシップが個人レベルのみで実行されることは希であり、むしろ、リーダー
シップと分類される行動的役割は、複数の個人に担われるように、より複雑で、動的な過
程であり、スキルと専門知識をもつ個人の選択的で動的な出現は所与の状況に最も適切で
ある（Friedrich et al., 2009; 高口 , 2017）。そして、1990 年代から、伝統的なリーダーシッ
プ概念に挑戦するかのように、リーダーシップはグループ・メンバーの中でも共有される
ものであると主張する学者が増えてきた（Carson et al., 2007; Pearce & Sims, 2002）。
　シェアド・リーダーシップの定義に関しては多くの定義があり、先行研究を基に 3 つの
共通する点を見出した Zhu et al.（2018）は、「シェアド・リーダーシップとは、チーム・
メンバー間でリーダーシップの役割と影響力が分配されているチーム状態」と定義してい
る。また、シェアド・リーダーシップの従属変数については多くの実証研究はなされてい
るものの、その規定要因、特にチーム・レベルの実証研究は少ない。
　シェアド・リーダーシップは、そもそも集団やチーム内の複数のメンバー間で発揮され
るものであり、個人の特性や行動だけに焦点を当たるだけでは十分とは言えない。一方、
全社をあげた組織レベルのシェアド・リーダーシップ開発では、組織文化や職務特性が影
響する部分が大きく、即効性は必ずしも高いものではない。それゆえ、シェアド・リーダー
シップ開発には、チーム・レベルでの規定要因を検討するのが有効と考えられる。
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　そこで、本研究では、活動プロセスにおける不確実性が高いと考えられる医薬品開発チー
ムを対象に、シェアド・リーダーシップを規定する要因について定量的・定性的に検討した。
　まず、先行研究の中からすでにシェアド・リーダーシップへ正の影響することが実証さ
れた規定要因（「チームの内部環境」）を援用し仮説設定した。続いて、シェアド・リーダー
シップと類似する行動概念を援用し、仮説を設定した。
　内資系 R&D 型製薬会社の臨床開発部の 10 チーム、正社員 69 名に対象に対して web
上で質問紙によるアンケート調査を実施し、62 名より回答を得た。加えて、その中から 4
名にインタビューを実施した。
　シェアド・リーダーシップと各因子の相関関係の検討から、「チームの内部環境」の各
因子（「目的の共有」、「社会的サポーチ」、「voice」）、「同僚メンバーからの尊重」、「集団凝
集性」、「職場特性」のうち「コミュニケーションの積極性」の 6 因子がシェアド・リーダー
シップと正の相関関係を示した。
　一方、インタビュー調査の結果から、実際のチームにおいては、まず、リーダーによる
目標や目的の共有が行われ、積極的に権限委譲がなされる。その際、メンバーは自分が期
待通りに業務が遂行できているか不安に陥ることがある。しかし、リーダーがサポートし、
チーム内で積極的にコミュニケーションを図り、メンバー間で相手を尊重し合う環境をつ
くることでそれが解消されるのではないかと考えた。このように、まずは公式のリーダー
がリーダーシップを発揮し、チーム・メンバーがシェアド・リーダーシップを発揮しやす
い環境づくりを行うことが重要と考えた。同様なことは、Barnett（2016）も述べている。
　以上、本研究では 3 つの規定要因（「同僚メンバーからの尊重」、「集団凝集性」、「コミュ
ニケーションの積極性」）が新たに見いだされた。今後、これら3要因が、独立変数であるシェ
アド・リーダーシップにどのように影響し、そして最終的に従属変数であるチーム業績に
どのように影響するかをより大きな規模の集団を対象に科学的に検証する必要がある。
仕事に対する Psychological Ownership と当事者意識
―― 構成要素、先行要因、結果要因に関する定性・定量調査に基づく比較分析 ――
星　　雄樹
【論文要旨】
　本研究では日本企業における仕事に対する Psychological Ownership（PO）と仕事に対
する当事者意識を比較することを通して両概念の構成要素、先行要因、結果要因の共通点
と差異を定性・定量調査により分析した。結果として、PO は個人の欲求や嗜好を反映す
るものであり、強い心理的な結びつきゆえに縄張り意識など組織にとって望ましくない行
動につながることが示唆された。当事者意識に基づく関係では、仕事に特別な価値観を見
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出さないことが客観的かつ合理的な判断につながり、重要性や必要とされる役割に応じて
行動を選択する傾向にあることが示唆された。
　本研究における当事者意識の定義は、国語辞典を参考に「ある仕事に自分自身が関係し
ているという認識」である。PO の定義は先行研究から「個人が対象に対して持つ所有意
識や、対象を自分のものであると感じている状態のこと」とした。なお、本研究では仕事
に対する PO と当事者意識を比較研究の対象としている。
　調査方法は、インタビューに基づく定性調査と、アンケートに基づく定量調査である。
インタビューは首都大 MBA に通う 6 名を対象に、日本企業における PO の存在の有無や、
PO と当事者意識の共通点と相違点の抽出を行った。定量分析はインターネット調査会社
のアンケートから得られたデータを用いた。アンケート調査は 2 回に分けて行い、1 回目
は先行要因と結果要因を、2 回目は結果要因を中心に調査した。
　定性調査に基づく分析では、両概念とも、効力感と一体となって感じられることや、全
ての先行要因（任され感、裁量、共感、自分からはじめた仕事）が共通していることが確
認できた。また、結果要因については危機感と結果責任が共通していた。相違点として、
アイデンティティ・帰属意識との関連性は PO にのみ確認できた。また、縄張り意識と変
革への抵抗感が PO にのみ確認できた。
　構成要素についての定量分析では、PO は効力感（尺度例：私はこの仕事において良い
意味で違いを生み出すことができると思う）とアイデンティティ（尺度例：私はこの仕事
の結果を自分のことのように感じる）で構成されることが明らかになった。一方、当事者
意識には効力感とアイデンティティが構成要素として含まれないことがわかった。
　先行要因についての定量分析では、PO は威信（尺度例：この仕事に従事することは、
誉れの高いことだと考えられている）に強く影響される点が特徴的で、PO と本人のアイ
デンティティが深く関わっていることを裏付けた。一方、当事者意識は、PO では関係性
が示されなかった仕事の重要性（尺度例：大局的に見ると、この仕事は大変重要で意義が
ある）や仕事の複雑性（尺度例：私の仕事は比較的単純なもので構成されている（逆転項目））
と有意な関係が示された。これは、仕事に対する当事者意識は、構成要素に効力感とアイ
デンティティを含まないことから、仕事をあくまで仕事として認識している状態といえる
ので、最小限の労力で適切に処理するために、仕事の特性から自分の関与度を決めている
ことが要因と考えられる。
　結果要因についての定量分析では、PO のみ、縄張り意識（尺度例：社内の他の人が私
の仕事をしないように守る必要性を感じる）と情緒的コミットメント（尺度例：私は会社
に愛着を感じている）と有意な関係が示された。これは、個人は PO の対象から心理的な
安全地帯を確保するために他者を侵害者として遠ざけたり、自身とのつながりが強い仕事
を提供する組織へ愛着を感じることによると考えられる。一方、当事者意識は、単に対象
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との関係性を認識している状態なので、より客観的に対象を評価・認識することが可能で、
予防措置的行動（尺度例：その仕事についてトラブルが生じた時には、再発防止策の検討
に時間をかけるつもりだ）といった、組織にとって望ましい行動に対して、PO よりも強
い関係性を示した。
　本研究の価値は学術的には日本企業における PO 研究の先駆けである点や、また、仕事
や経営の文脈における当事者意識の研究において新たな分野を切り開いた点である。
　本研究の限界は、結果要因の測定変数がやや限定的であった点である。本研究の結果は
一見すると、当事者意識の方が優れているように見えるが、他の要素（ねばり強さ等）を
測定していれば、総合的にはPOの方が優れているという結論に至ったかもしれない。また、
PO と当事者意識がそれぞれ有効に機能する状況を検討することが、マネジメント上有望
である。
高 LMX がもたらす行政組織における高業務効率と高満足度の両立の検証
小坂　翔吾
【論文要旨】
　昨今、人口減少の波を受け企業や自治体における人員確保は課題となっている。また、
国家公務員の定年年齢の引き上げが検討されていることから、採用は増やせないが現在の
職員はより長く雇用するという必要が出てくる。
　一方で、住民ニーズの多様化、地方分権や行財政改革の進展等によって、地方公務員を
取り巻く環境は複雑かつ多様化しており、職員一人一人に求められる役割や責任がより一
層高まってきているため、公務員の長期病気休暇取得者が増加傾向にある。職員にかかる
ストレスが増大し、仕事に対するモチベーションが持てないことなどによるメンタルヘル
スの不調を生じ、療養を余儀なくされる職員も少なくない。メンタルヘルス不調の職員の
発生・増加は、個々の職員の職務遂行能力や職場の活力の低下を招き、公共の福祉の増進
という地方公共団体の役割の遂行に支障を来しかねないことから、管理・監督者層による
職場マネジメントが非常に重要となってくる。しかし、国主導の「働き方改革」により、ワー
ク・ライフ・バランス（以下、「WLB」という。）を考慮したマネジメントの重要性が増し、
WLB の実現に向けた職場環境の整備は重要となっている。
　私の所属する千葉市は、政令指定都市の中でもワーストに位置するほどいまだ財政状況
が厳しい中で、都市間競争の激化、行政ニーズの多様化など未来に向けた投資を行わなけ
ればならない。しかし、税収は増えず、限られた人材と財源でより多くの業務をこなさな
ければならないという状況である。したがって、今いる人材を「人財」としていかに活用
していくかが大きな課題であるため、適切な職場マネジメントは非常に重要なものである
― 117 ―
といえる。同時に、WLB の実現を考えると、職員の職務に対する満足度と生産性の向上
を両立させた職場マネジメントが必要となる。また、本市職員実態調査においても指摘さ
れている、職員の満足度と納得度に強い相関を示す「職員としての誇り」についても、職
務から得られる充足感につながるものであり、WLB 実現には重要な要素であると言える。
これらが満たされるためには、マネジメントを行う上司が、部下との良好な関係を保ち、
働きやすい環境を整えることが重要となる。
　そこで、マネジメントを行う上司と部下の関係に着目し、LMX の成立と職員の職務満足、
そして職員としての誇りの向上との関係性を検証し、市における人材マネジメント施策へ
の示唆を得るため、千葉市職員を対象に質問紙調査を実施し、研究を行った。
　質問紙調査は、インターネットにて実施した。調査対象は、正規・非正規を問わず、また、
職層も主事級（1 級職）から局長級（8 級職）まで全職層の職員を対象とした。職種につ
いても、調査段階では全職種を対象とし、分析段階で専門性の高い職種（教員など）を除
外することとした。対象者数は、平成 30 年 4 月 1 日 11,685 人であった。
　調査に際しては、千葉市総務局総務部人材育成課の協力を得て、市ネットワークの掲示
板を活用し、広く回答を集めることができ、結果として集まった回答数は、123 人（対象
に対する割合は 1.052％）であった。
　この調査で得た結果をもとに分析を行った結果、千葉市においては、先行研究で示すと
おり LMX が職務満足を高めること、また、職員としての誇りが職務満足を高めることが
わかり、労働市場の変化により採用そのものが難しくなっている昨今において、今いる職
員をよりよい環境で仕事ができ、十分な結果を残せるようにするため、LMX の質を高め
るような施策を実施していく必要があることがわかった。
